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■論　文

養護学校義務化以前の知的障害者の 
ライフコース 
―  1960 年代から 1970 年代における東京都福祉作業所の分析

原田　玄機
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1　問題の所在

（1）　本稿の課題
　日本の知的障害者の特徴のひとつは，彼らのうちの多くが，特別支援学校高等部を卒業後，「作
業所」と呼ばれる通所施設に通うことである。このような特徴は，同世代の若者とは大きく異なる
ものとなっている。本稿の目的は，1979 年の養護学校義務化以前にさかのぼって，なぜ作業所に
通うというライフコースが成立したのかを検討することである。
　青年期の日本の知的障害者のライフコースのなかで不可欠な存在となっているのが通所施設であ
る。厚生労働省（2018）によれば，未成年を含む 65 歳未満で，在宅の療育手帳所持者の「日中の
過ごし方の状況」は，43.3％が「障害者通所サービスを利用」している。しかしそれ以外の選択肢
は狭まっており，「正職員」が 7.3％，「正職員以外」でも 12.7％である（厚生労働省 2018：44）。
また学校の進路から見ても，特別支援学校高等部卒業後の知的障害者は約 3割が就職して約 6割が
通所施設に移行し，ほとんどが教育機関を離れる（1）。これは高卒後の高等教育機関進学率が 8割を
超える現状からみて特異的である。中根（2017）は他サービスに比して通所施設のみが充実してい
る状況を「通所施設中心生活」と把握している。
　通所施設の多くは 1960 ～ 80 年代に「作業所」として成立して，さまざまな関係者の努力のもと
で作られてきたものである。しかし，工賃の低さや労働法が適用されないといった，働く場所とし

（1）　2019 年 3 月の知的障害特別支援学校高等部（本科）卒業生は，進学者 0.4％，教育訓練機関等 1.3％，就職者
34.9％，社会福祉施設等入所・通所者 59.7％である（文部科学省 2020）。
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ての条件の悪さや（松井・岩田 2011：14-16），多くの利用者が保護者とともに暮らしながら通所
しているため，保護者の意向が優先される傾向があること（岡田 2016：62）が指摘される。しか
し上記のように，通所施設以外には選択肢が狭いのが現状である。
　知的障害者の「通所施設中心生活」が成立している要因を検討していると位置づけられる先行研
究は，2000 年代に親への聞き取りを行った新藤（2013）や，2010 年代の障害者総合支援法下にお
いて統計に基づいた分析を行った中根（2017）などがあり，障害者本人ではなく親の意向が優先さ
れる仕組みを検討してきた。しかしながら，通所施設は 1960 ～ 80 年代に「作業所」として成立し
てきたため，なぜ通所施設を中心とした生活が成立しているのかを明らかにするためには，この時
期の作業所にさかのぼって探究する必要がある。
　作業所の成立背景をまとまったかたちで示したと言えるのが藤井（2017）である。1979 年の養
護学校義務化までは，重度障害児を中心に，就学免除・猶予となっていた子どもたちがいた。しか
し養護学校義務化によって就学免除・猶予者が格段に減ることで，重度障害児が学校に通うように
なり（2），その卒業生たちの進路が問題となった。そのため，1979 年の養護学校義務化が，1990 年代
以降の福祉施設の増加につながったとする（藤井 2017：148-153）。藤井の議論は，入所施設と通
所施設の区別，障害種の区別をしてはいない。ただ養護学校義務化で問題となった病弱・肢体不自
由・知的障害のうち規模が大きいのは知的障害であり，知的障害者通所施設にもっとも妥当するも
のであると考えられる。
　藤井（2017）では，1990 年代以降の養護学校から福祉施設への連続的なライフコースが示され
ていると言うことができる。さらに，学校と成人施設の結びつきを分析の中心として，広がりの程
度を定量的に示したところに意義がある。しかし，1960 年代から作業所は増加を始めており（3），養
護学校義務化を画期とする説明と整合しない。そこで本稿では，養護学校義務化以前に，なぜ作業
所に通うというライフコースが成立したのかを明らかにすることを課題とする。

（2）　分析枠組み
　作業所が増加を始めた 1960 年代から養護学校義務化以前の 70 年代という時期を分析するに際し
て参照すべきは，個別施設群に関する研究である。代表的なものは共同作業所の発祥である名古屋
のゆたか作業所に関する研究である。清水・秦（1975）は，特殊学級卒業生を中心に，小中学校や
養護学校卒，または就学免除で，その後就職できなかった知的障害者のためにゆたか作業所が設立
されたとする（清水・秦 1975：8-11，76-101）。共同作業所運動の他には，初めての通所授産施
設である東京都杉並区の済美職業実習所が，特殊学級の卒業生・就職失敗者を対象とした中間施設
として 1960 年に設立され，その後昭和 40 年代，就職できない者が多くなって授産施設となったと
されている（山田・米田 2015）。また田中（2015）は，就学免除・猶予の知的障害児を対象とした
東京の精神薄弱児通園施設（4）の一部が 1970 年代以降に「生活実習所」と呼ばれる成人向け通所施

（2）　ただし，1979 年以降も就学免除・猶予の子どもが皆無になったわけではない。
（3）　藤井（2017：図 1）からも，1960 年代末から施設数が増加しているように見える。
（4）　児童福祉法においては，知的障害児を通わせるための精神薄弱児通園施設と，入所させるための精神薄弱児施
設が存在した。
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設に転化したことを指摘している（田中 2015：422-425）。
　作業所は，精神薄弱者福祉法（5）に規定された通所施設だけではなく，むしろ自治体や民間運動が
開設した作業所を背景として，その一部が精神薄弱者福祉法の施設となっていった。個別施設群の
研究は，そうした作業所を対象とした点で意義がある。そこでは，1960 ～ 70 年代においても学齢
期から作業所へのライフコースに着目することが重要であることが示されていると言える。ただし
学齢期については，養護学校のみならず，特殊学級や就学免除，さらに福祉施設をも射程に入れ，
学齢期以後は間断のない移行を想定するのではなく，就職などをはさむことを想定する必要がある
ことがわかる。そこで本稿では，精神薄弱者福祉法外の施設の定量的なデータを用いて，学齢期か
ら作業所への複数の移行パターンに留意して分析を行う。
　分析は，東京都立の福祉作業所に焦点をあてる。養護学校義務化以前の作業所には，親の会の全
国組織である全国精神薄弱者育成会を通じて実施された厚生省の通所援護事業や，共同作業所全国
連絡会などの系列がある。しかし両者の組織的な展開は 1977 年以後で，養護学校義務化とほぼ同
じである。対して，東京都の条例に基づく福祉作業所が作られたのは 1966 年と早い。さらに東京
という一自治体にあるため，学齢期のデータと対照させて分析することが容易である。本稿では分
析を東京にしぼったうえで，結論で他の作業所との関係を述べたい。
　本稿の構成は次の通りである。第 2節では用語の整理をした後，使用する資料を紹介する。第 3
節で東京都福祉作業所の成立経緯と規模，利用者の特性を述べ，本稿における位置づけを与えたう
えで，東京都福祉作業所の利用者の来歴を，学齢期の在籍場所と就労経験から把握する。その結
果，学齢期における「不就学」の少なさと精神薄弱児通園施設の多さ，特殊学級の多さが明らかと
なり，一定数の就労経験者も観察される。その背景を探究するため，第 4節で学校・福祉施設の量
的規模や，就職との関係を検討する。第 5節では結論を述べる。

2　本稿で使用される用語と資料

（1）　用　語
　本稿で扱う「知的障害者」は，知的機能の制約などをもとに知的障害者として判定され，知的障
害者と扱われて生活している人々のことを指している。知的機能の制約があっても「知的障害者」
として生活を送っていない人はいる。知的障害者のライフコースを問題とする本稿では，そのよう
な人は扱わない。また，分析対象とする時期には「知的障害者」は「精神薄弱者」と呼ばれてい
た。そのため，行論上は「精神薄弱」など現在では使用されていない言葉が使用される。これは，
歴史叙述を行うために，当時使われていた用語として使用するものである。
　「福祉施設」は，児童福祉法の精神薄弱児通園施設や精神薄弱児施設，精神薄弱者福祉法の精神
薄弱者援護施設（6），自治体や民間がつくった作業所の総称として使う。学校教育や賃労働を主目的
とした場所ではなく，厚生省や民生局などの福祉行政が所管するものを想定している。福祉施設の

（5）　精神薄弱者福祉法は，知的障害福祉サービスの基本法として，1960 年に成立した。
（6）　1960 年に制度化されて，精神薄弱者福祉法に定められた施設である。入所施設と通所施設がある。
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うち，居住することを目的としているのではなく，日中に通うことを目的とする施設を「通所施
設」とし，精神薄弱児通園施設や精神薄弱者援護施設の一部，作業所が該当する。
　本稿で述べる「作業所」は，通所施設のうち，「作業所」と自ら称していたものを指している。
一般的に，リハビリテーションやレクリエーションを目的とするわけではなく，働くことを目的と
しているために，そのような名称であると想定される。また，作業所のなかには「福祉作業所」と
自称する施設が存在していたが，煩雑を避けるため，本稿で「福祉作業所」と呼ぶ場合は，すべて
東京都立福祉作業所を指すものとする。
　障害者の就労の研究において，その働き方をどのように呼べばよいのかは課題であり続けてき
た。それは，作業所や福祉施設で働く場合，多くが雇用契約を結ばず労働者性も認められないこと
や（7），従業上の地位が不明確であることに加え（8），各論者が思い描く「あるべき就労の姿」（山村
2011a：35，2011b：205）と結びついて「一般就労」といった用語が使い分けられていることに起
因する。
　本稿では，作業所や授産施設といった福祉施設での就業を除いて，収入を伴う仕事で働くことを
「一般就労」とする。現在使用される定義では，雇用された労働のみを想定することも多いが（9），本
稿で対象とする時代は雇用以外の労働の比重が 21 世紀初頭の現代より大きい可能性があり，この
ような定義を採用する。なお，ここでの「一般就労」を筆者が「あるべき姿」として措定するわけ
ではない。また学校や福祉施設から一般就労への移行は「就職」と表現する。作業所への移行を
「就職」と称する立場はあるが，文部（科学）省「学校基本調査」「特別支援教育資料」では，社会
福祉施設への移行は就職とは別に扱ってきたことから，本稿ではそのように使用する。ただし，分
析に使用する調査においては，このような使い分けがなされているとは限らない。そのため必要に
応じて，そこで現れる言葉を検討しながら分析を行う。

（2）　資　料
　本稿では知的障害者のライフコースの傾向を把握するため，個人や個別施設ではなく，福祉作業
所全体や東京全体のデータを得るべく，以下の資料を組み合わせて使用する。東京都福祉作業所に
ついては，心身障害者福祉作業所問題研究会（1974）『心身障害者福祉作業所の実態と課題―心
身障害者の保護就労の在り方について』（以下，『実態と課題』）を主に利用する。また，『実態と課
題』で観察されるデータが東京全体から見てどのような偏りがあるのか検討するために「東京都統
計年鑑」を使う。
　『実態と課題』は代表の小出進（千葉大学・当時）をはじめ，知的障害教育・福祉分野の研究者・

（7）　ただし，障害者自立支援法以前に存在した福祉工場や，現在の就労継続支援事業A型において雇用契約を結ん
でいる場合には，労働者性が認められる（長谷川 2013：80-84）。

（8）　たとえば，2018 年 5 月 11 日に改定された労働力調査において（総務省統計局 2018），「調査週間中に賃金，給
料，諸手当，内職収入などの収入を伴う仕事（以下「仕事」という。）を 1時間以上した者。」が「従業者」となる
ため，工賃を得る障害者はこれに該当すると思われる。しかし，雇用契約を結んでいるわけではない一方で「自営
業主」ともイメージが異なるため，「従業上の地位」については明確ではない。

（9）　たとえば，山村（2011a）は「労働基準法に基づく雇用契約を前提とし」（山村 2011a：28）た定義を採用して
いる。
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実践家が，1973 年 11 月に「東京都民生局より，福祉作業所問題に関する研究委託を正式に受け」，
1974 年 3 月時点で 18 か所あった都立福祉作業所すべてに対して質問紙調査を行い，翌 1974 年 6
月まで研究を行った成果である（『実態と課題』：2-3）。「開設以来現在までの全利用者（退所者及
び在所者）の悉皆調査を実施」しているのが特徴で，「回答数は総計 1204（退所者 387 名，在所者
817 名）で回収率は 99.9％」である（同：5）。回答によって全数がこの 1,204 となっていないもの
も多いが，欠損値だと思われる。定量的に利用者の来歴を明らかにするという本稿の作業課題に照
らすと，本資料は，退所者まで含めた利用者の来歴が，ほぼ全数に近いかたちで調査されていると
いう意味で重要なものである。
　第 4節では学齢期・就労経験の背景を分析するために，「学校基本調査」「東京都統計年鑑」と
いった統計資料によって，子どもの時期に在籍していた場所や，一般就労していた程度を明らかに
する。ただ，これらの資料から在籍者の人数はわかるものの，就職に関するデータは不十分であ
る。そこで，当時行われていた調査資料，具体的には大阪府職業適性相談所編（1966）『精神薄弱
者の職業に関する調査報告』や『昭和 48 年度　東京都心身障害者（児）実態調査報告書』（東京都
民生局総務部企画課編 1974，1975）を援用し，先行研究と合わせて考察する。
　なお本研究で使用した資料は，すべて刊行・公開されているもので，個人が特定されることのな
い資料を使っている。

3　東京都福祉作業所利用者の特徴―コーホート・学齢期・就労経験

（1）　東京都福祉作業所の概要と利用者の属性
　福祉作業所の創設は 1966 年「東京都心身障害者福祉作業所条例」の施行による。それまで戦傷
者・戦争遺家族や低所得者を対象としていた授産場の一部を転換するかたちで，大塚・小石川・神
田の各福祉作業所が開設された（『実態と課題』：181-183）。
　その後，美濃部都政（1967 ～ 1979 年）の東京都の中期計画もあり，徐々に増加する。1967 年に
芝・世田谷・王子・江戸川・大泉，1968 年に幡ケ谷・立川，1969 年に四谷・中野・荒川・武蔵野
と，毎年複数の福祉作業所が開設された。1974 年の調査対象は，加えて葛飾（1970 年開設）・青梅
（1971 年）・大田（1972 年）・調布（1973 年）である（『実態と課題』：85）。
　1974 年 5 月 1 日現在では，定員 920 名中在籍者が 826 名である（『実態と課題』：7）。利用者の
居住地は，立地した地域を中心としつつも，それ以外の区市からの利用者も多かった。たとえば，
もっとも通所区域の少ない大田福祉作業所は 4区，もっとも多い四谷福祉作業所は 17 区 1 市から
となっている（『実態と課題』：10）。
　東京都心身障害者福祉作業所条例第 5条によれば，就職困難な身体障害者手帳交付者と精神薄弱
者に福祉作業所の利用資格があった（『実態と課題』：208）。しかし，1966 ～ 1973 年度の利用者
1,171 名（回答者中 97.3％（10））の主障害は，「精神薄弱」が 77.4％（906 名）と多数を占め，身体障

（10）　『実態と課題』の各質問項目は，回答者中全員が答えているわけではないため，以下では回答者中の割合を示
しておく。また本稿の 100 分率はすべて四捨五入してある。
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害者の割合は「肢体不自由」7.7％，「視覚障害」0.6％，「聴覚および平衡機能障害」1.5％などと少
なかった（11）（『実態と課題』：20）。このため，東京都福祉作業所を，知的障害者を主たる対象とし
た作業所として位置づけることができる。
　先行研究では，後の時期になるほど，作業所利用者の障害程度は中・重度であったと想定される
ことが多い（秦 1982：24，47，59，115，176）。対して，福祉作業所が対象とした障害者は，必ず
しも障害程度が重かったわけではない。1974 年当時の在籍者 697 名（回答者中 85.3％）の障害程
度を，東京都の知的障害者に対して発行される愛の手帳をもとに分類したデータによると，「精神
薄弱」の人の障害程度は，「最重度」が 0.8％，「重度」が 15.4％，「中度」が 59.0％，「軽度」が
24.8％となっており，「中度」がもっとも多い（『実態と課題』：23）。「東京都統計年鑑」によれば，
1974 年度末の愛の手帳交付状況は，「1度（最重度）」が 8.8％，「2度（重度）」が 22.0％，「3度（中
度）」が 44.5％，「4度（軽度）」が 24.8％となっており，これに比して福祉作業所利用者は，「最重
度」「重度」が少なく，「中度」が多い傾向にあった。
　ただ障害程度というのは，厳密に定義するのが困難な性質をもつ。そこで関連して，作業所の入
所基準から，対象とされていた人々の特徴を確認する。全 18 か所の福祉作業所に実際の入所基準
を複数回答で聞いた結果によれば，「単独通所可能」が 13 か所（72.2％），「作業についていける」
が 10 か所（55.6％）となっており（『実態と課題』：16），ここからも，先行研究で指摘されてきた
ような中・重度のイメージとは異なる利用者像が見えてこよう。
　次頁表 1は，1974 年 1 月 1 日現在の福祉作業所利用者のうち 774 名（回答者中 94.7％）につい
て，行に年齢，列に利用期間をとったものである。左の 3列には，各年齢階層の「生年」，一般に
中学を卒業する「15 歳到達年」，一般に高校を卒業する「18 歳到達年」を載せた。たとえば，年齢
が 20 ～ 24 歳である場合，生年は 1949 年 1 月 3 日～ 1954 年 1 月 2 日となるはずであるから生年の
欄には「1949 ～ 1954」とし（12），15 歳到達年・18 歳到達年は，生年に足して「1964 ～ 1969」「1967
～ 1972」としている。この表から，年齢階層・利用期間ごとの割合と，学校を離れる時期から作
業所利用に至るまでの期間を見ることができる。
　まず年齢を見ると，20 代前半が 37.0％ともっとも多く，15 ～ 29 歳で全体の 71.8％，15 ～ 34 歳
で 84.1％となっている。15 ～ 34 歳は，生年が 1939 ～ 1959 年で，15 歳到達年が 1954 ～ 1974 年，
18 歳到達年が 1957 ～ 1977 年となる。つづいて，利用期間は，3年がもっとも多く 18.2％で，2年
以上 5年未満（「2年～」の列から「4年～」の列）で 46.5％，さらに広げて 1年半以上 7年未満
（「2年未満」の列から「6年～」の列）で 72.7％となる。
　ここから，以下の分析のために，2つの点を確認しておきたい。第 1に，1939 年以降の生まれが
多いことから，福祉作業所利用者は戦後の学校教育法（1947 年），児童福祉法（1948 年）のもとで
成長した人々と把握できる。第 2に，学校に通っていたとしても，学校卒業後から福祉作業所利用
に至るまでの間に，しばらく時間があることである。たとえば，20 ～ 24 歳の場合で考える。1969

（11）　ほかには，「心臓および呼吸器の機能障害」0.2％，「音声・言語機能障害」0.9％，「精神病およびテンカン」
10.3％，「重複障害」10.3％となっている。

（12）　一般に，誕生日に年齢を重ねると考える人が多いことを踏まえれば 1月 2日～ 1月 1日になっている可能性も
あるが，分析の大勢に影響を与えるものではないと考えられる。
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年 3 月に中学校を卒業して学校を離れたとすると（13），学卒時期から期間をおかずに作業所に移行し
たとすれば，調査時点で 4年 9か月の利用があることになる。1964 年 3 月卒業の場合，9年 9か月
となる。しかし，実際に多いのは「3年～」で，それ以下の利用期間の人も多い。（2）でその間の
状態を検討するが，ここでは学校から作業所への移行は間断のあるものであったことを確認してお
きたい。

（2）　学齢期の履歴と就労経験
　次頁表 2は，福祉作業所が開設された 1966 年から 1973 年度までの，知的障害者にかぎらずすべ
ての利用者の「最終学歴」（『実態と課題』：17）を見たものである（回答者中 66.2％）。「普通学校
卒」，「特殊学級卒」，盲・ろう・養護学校を意味する「特殊学校卒」，学校教育ではないが福祉施設

（13）　4（2）で述べる通り，当時，中学卒業後に進学する知的障害児は少数派であった。

表1　年齢別にみた福祉作業所の利用期間（1974 年 1 月 1 日現在）

参考
年齢

期　　　　　　間
合計 構成

比（％）生年 15 歳
到達年

18 歳
到達年

6ヶ月
未満

1年
未満

1年半
未満

2年
未満

2年
～

3年
～

4年
～

5年
～

6年
～

7年
～

8年
～

1954 ～
1959

1969 ～
1974

1972 ～
1977

15 ～
19 15 31 11 14 22 21 2 116 15.0

1949 ～
1954

1964 ～
1969

1967 ～
1972

20 ～
24 18 24 5 31 41 59 38 41 25 4 286 37.0

1944 ～
1949

1959 ～
1964

1962 ～
1967

25 ～
29 8 16 4 9 17 16 33 7 26 17 153 19.8

1939 ～
1944

1954 ～
1959

1957 ～
1962

30 ～
34 7 6 6 3 16 15 14 11 8 9 95 12.3

1934 ～
1939

1949 ～
1954

1952 ～
1957

35 ～
39 1 1 1 3 3 14 10 3 4 3 43 5.6

1929 ～
1934

1944 ～
1949

1947 ～
1952

40 ～
44 6 2 2 2 9 5 1 4 2 1 34 4.4

1924 ～
1929

1939 ～
1944

1942 ～
1947

45 ～
49 4 2 4 5 1 3 2 1 22 2.8

1919 ～
1924

1934 ～
1939

1937 ～
1942

50 ～
54 1 1 1 4 1 2 3 13 1.7

1914 ～
1919

1929 ～
1934

1932 ～
1937

55 ～
59 1 1 1 1 1 1 6 0.8

1909 ～
1914

1924 ～
1929

1927 ～
1932

60 ～
64 1 1 2 0.3

～ 1909～ 1924～ 1927 65 ～ 1 1 1 1 4 0.5
合計 61 81 29 63 108 141 111 66 74 38 2 774 100.0

構成比（％） 7.9 10.5 3.7 8.1 14.0 18.2 14.3 8.5 9.6 4.9 0.3 100.0

出典：心身障害者福祉作業所問題研究会（1974：12，47）より筆者作成。
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を経由している「福祉施設卒」（14），学齢期にこれらをいずれも経由していないと考えられる「不就
学」で大きく分けている。ここから，利用者が学齢期にどのような学校・施設に在籍していたのか
がわかる。これを見ると，「普通学校卒」26.5％，「特殊学級卒」22.8％，「特殊学校卒」19.8％，「福
祉施設卒」26.3％であり，なんらかの学校・施設に在籍していた子どもがほとんどである一方で，
「不就学」が 4.6％となっている（15）。
　以上から，3つの点が特徴的である。第 1に，「不就学」が少ないことである。ただ，これは就
学免除・猶予者が少なかったということではなく，第 2に，「福祉施設卒」がもっとも多く，とく
に「通園施設卒」が多い。第 3に，養護学校が主である「特殊学校卒」が際立って多いわけではな
く，むしろ「特殊学級卒」の方が多い。
　次頁表 3は，福祉作業所利用者の入所直前の処遇状況を聞いたものである（16）。『実態と課題』に
は，「就労したが失敗してぶらぶらしていた」といった列で示した分類がなされている。「他の施設
に入っていた」という項目もあるため，ここでの「就労」は本稿で言う一般就労であると考えられ
る。ここでは，就労経験の有無と学齢期から作業所への移行に着目して，それらを「就労経験あ

（14）　「福祉施設卒」のカテゴリーに含まれる「通園施設卒」「児童収容施設卒」「援護施設卒」は，おそらく就学免
除・猶予である。ただし，一時期学校に通っていた可能性はある。「援護施設卒」は児童施設ではないが，元デー
タのまま利用している。

（15）　表 2では「普通学校卒」の多さも目につく。この内実は不明だが，「利用者は通園施設，児童収容施設，援護
施設，特殊学級，精神薄弱児養護学校からきた精神薄弱者が大部分で，その他の学校を卒業した利用者が若干いる
といった状態」（『実態と課題』：17）という記述があり，知的障害者に関心をもつ本稿では「普通学校卒」以外に
焦点をあてる。

（16）　元の表では「退所者」と「在所者」が分けて掲載されている。退所者中の回答率が 95.3％，在所者中の回答率
が 84.1％である。

表2　利用者の最終学歴
普通学校卒・特殊学級卒（人数（%））

普通学校卒 特殊学級卒
小学校 中学校 高等学校 大学 小計 小学校 中学校 小計
88（11.0） 91（11.5） 29（3.6） 3（0.4） 211（26.5） 16（2.0） 166（20.8） 182（22.8）

特殊学校卒（人数（%））
中等部 高等部

盲 ろう
肢体
不自由

精薄 病・虚弱 盲 ろう
肢体
不自由

精薄 病・虚弱 小計

1（0.1） 9（1.1） 6（0.8） 41（5.2） 0（0） 0（0） 6（0.8） 11（1.4） 83（10.4） 0（0） 157（19.8）

福祉施設卒・不就学（人数（%））
福祉施設卒

通園施設卒
児童収容
施設卒

援護施設卒 小計 不就学 総計

138（17.3） 47（5.9） 25（3.1） 210（26.3） 37（4.6） 797（100）

出典：心身障害者福祉作業所問題研究会（1974：18）より筆者作成。
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り」「就労経験なし・間断のある移行」「就労経験なし・間断のない移行」「その他・不明」に分け
た。これを見ると，就労経験ありがあわせて 25.7％，就労経験なし・間断のある移行が 42.3％，就
労経験なし・間断のない移行は 17.3％，その他・不明が 14.7％となっている。
　ここから第 1に，「就労経験なし・間断のない移行」は 2割弱にとどまり，表 1の通り，学齢期
の活動場所から福祉作業所への移行には間断がある人が多かったと言える。『実態と課題』におい
ても「『卒業後すぐ入所する』者が最近増加の傾向にある」（『実態と課題』：19）とされている。逆
に当初は，さまざまな場所を経由した後に東京都福祉作業所の利用に至っていたのである。第 2
に，就労経験に着目すれば，一般就労が難しい人が想定される作業所であるため就労経験がない人
が多いことは当然であるとしても，それでも 4分の 1は就労経験があることも着目される。同時期
の済美職業実習所でも就労経験者が利用していることが指摘されており（山田・米田 2015），一定
の広がりをもつ傾向であったことがわかる。

4　東京都福祉作業所利用者の背景

（1）　学齢期の履歴―「不就学」・精神薄弱児福祉・特殊教育
　次頁図 1は，就学免除・猶予者数が判明する 1952 年度から，養護学校義務化直前の 1978 年度に
かけて，東京における精神薄弱を理由とする就学免除・猶予者数と，精神薄弱児通園施設・精神薄
弱児施設の義務教育年齢の在籍者数を示したものである。ただし，義務教育年齢の福祉施設在籍者
がわかるのは 1970 年度までとなっている。精神薄弱児通園施設は就学免除・猶予者を対象として
おり（17），精神薄弱児施設は，就学している者もいるが（18），就学免除・猶予者が対象の中心である。

（17）　田中（2015：21）によれば，1964 ～ 1969 年の都立通園施設は，「措置に際し対象児は原則的に『満 6歳以上』
『学齢期の入所の際の就学義務の猶予及び免除』が入所要件であり，就学義務の猶予及び免除を受けた学齢児童の
ための支援機関であった」とされる。

（18）　たとえば，精神薄弱児施設である滝乃川学園では，入所者が学籍をもてるよう運動し，実現している（社会福
祉法人滝乃川学園・津曲裕次監修・編集 2011：1348-1370）。

表3　福祉作業所利用者の入所直前の処遇状況

実数（人） 割合（％）

就労経験あり
就労したが失敗してぶらぶらしていた 139 13.2

25.7
就労したが継続が困難なため入所した 132 12.5

就労経験なし・
間断のある移行

就労の見込みなく在宅のままであった 251 23.8
42.3

他の施設に入っていた 196 18.6
就労経験なし・
間断のない移行

卒業後すぐ入所した 183 17.3 17.3

その他・不明
その他 132 12.4

14.7
不明 23 2.2

総計 1,056 100

出典：心身障害者福祉作業所問題研究会（1974：19）より筆者作成。



64 大原社会問題研究所雑誌　№759／2022.1

ここから，精神薄弱とされて特殊教育の対象とならなかった子どもの人数と，その子どもたちを福
祉施設がどの程度受け入れていたのかがわかる。
　この図の 1970 年度までを見ると，おおむね 3つの段階に分かれる。第 1に，1960 年度ころまで
は，就学免除・猶予者数に迫るように，精神薄弱児施設在籍者数が増加していく時期である。免
除・猶予者数が 1952 年度に 293 人，1953 年度に 582 人となった後は 600 人前後で推移する一方，
精神薄弱児施設は 1952 年度の 267 人から 1961 年度に 781 人になるまで，単調に増加している。第
2に，精神薄弱児通園施設の人数が就学免除・猶予者数に迫っていく 1965 年度ころまでの時期で
ある。就学免除・猶予者数が 1965 年度には 477 人まで減少する一方で，精神薄弱児通園施設数は
1960 年度には 205 人であったものが，1965 年度には 455 人となる。このころは精神薄弱児施設に
も 600 ～ 700 人ほどの利用者がいた。第 3の 1966 ～ 70 年度は，就学免除・猶予者数が再増加す
る。精神薄弱児通園施設は 400 人前後，精神薄弱児施設が 600 人前後で推移する一方，就学免除・
猶予者数が 1970 年度には 1,357 人となっている。ただし 1970 年代には就学免除・猶予者は減少し
ていく。
　ここから，とくに 1960 年代半ばは，就学免除・猶予者数に，ある程度福祉施設の受け入れ能力
が追いついていることがわかる。加えて 1960 ～ 80 年代の東京の基礎自治体には独自の通園事業が

図1　就学免除・猶予者数（精神薄弱）と義務教育年齢の精神薄弱児福祉施設在籍者数（東京）
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小中学校・精神薄弱を理由とする就学免除・猶予者数

6才以上 14歳未満・精神薄弱児施設人数

6才以上 14歳未満・精神薄弱児通園施設人数

（人）

注 1：小笠原諸島は 1969 年度からである。
注 2：1965 年度の「6才以上 14歳未満・精神薄弱児施設人数」は 2,200 人となるが，この年のみ大きく外れて

いるため，グラフからは除外した。
注 3：明らかに修正できる誤りは修正した。
出典：東京都「東京都統計年鑑」各年版より筆者作成。
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あるため（田中 2013，2016），受け入れ能力はさらに大きかったと言える。表 1の通り，福祉作業
所の利用者は 1960 年代後半を中心に 15 歳となる層が多かった。就学免除・猶予者が再増加すると
はいえ，ここまでに福祉施設在籍者数が増加したことが，どこにも通う場所のなかった「不就学」
の少なさを生む大きな背景であったと考えられる。
　つづいて学齢期の履歴で特殊学級が多かった背景を探る。図 2では，東京の中学校特殊学級（精
神薄弱）と養護学校中学部の在籍者数を，両者の数がわかる 1959 年度から，1978 年度まで比べた。
養護学校は国・公・私立をすべて含み，「精神薄弱」に限らない。（2）で述べる通り，義務教育終
了時点で学校外に出る人が多くなるため中学生の時期にしぼった。
　ここから，特殊学級が養護学校に比べて在籍者数が多かったことが明らかである。特殊学級は
1959 年度の 1,007 人から 1965 年度の 2,400 人まで増え，その後減少する。しかし養護学校は 1959
年度の 233 人から 1978 年度の 1,269 人まで増えるが，1978 年度でも，特殊学級の 1,569 人よりも
少ない。このように特殊学級在籍者数が多かったことが福祉作業所利用者に特殊学級卒業生が多
かった背景となっていると考えられる。

（2）　知的障害者の就職
　当時の知的障害者は一定程度，一般就労していたとされる。東京都民生局総務部企画課編（1975）
によれば，1973 年度の知的障害者は「職業あり」が 52.9％と推計され，愛の手帳の程度別では，1
度（最重度）0.0％，2 度（重度）16.1％，3 度（中度）54.5％，4 度（軽度）73.4％となる（東京都
民生局総務部企画課編 1975：216-217）。ただし，ここでの「職業あり」は，「自営」や「内職」は
含み，福祉作業所での就労がどのように取り扱われていたかは不明である。そのため，東京都民生
局総務部企画課編（1974：181，186-187）から「常雇」の割合を算出すると，全体で 32.4％と推

図2　中学校特殊学級（精神薄弱）と養護学校中学部の在籍者数（東京）
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出典：文部科学省「学校基本調査」各年版より筆者作成。
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計され，1 度 0％，2 度 1.3％，3 度 26.5％，4 度 57.7％となる。第 1 節で紹介した厚生労働省
（2018：44）によれば，2016 年 12 月 1 日時点で未成年を含む 65 歳未満の在宅療育手帳所持者の約
20％が「正職員」または「正職員以外」であった。単純な比較はできないが，1970 年代初頭の知
的障害者は，障害程度が軽い人を中心に一般就労していたと言える。
　この背景には特殊学級・養護学校や福祉施設からの就職があった。図 3から特殊学級卒業生の就
職率を見よう。これは「学校基本調査」をもとに，東京の中学校特殊学級卒業生の進路を割合で示
したものである。時期は，データがわかる 1969 年 3 月からで，同様の傾向が続くことを見るため
1988 年 3 月までとしている。「精神薄弱」以外も含むが，特殊学級卒業生の進路の傾向がわかる。
これを見ると，減少傾向にはあるものの，1974 年まで就職率が 6割を超えている。進学率は徐々
に増加するが，1970 年代までは就職率の方が高い傾向が続いた。無業者・その他（施設利用者な
ども含む）は 15％以下である。
　ただ，それ以前の進路や，養護学校や福祉施設の就職率は判然としない。そこで傍証として，全
国の特殊学級，養護学校，精神薄弱者・精神薄弱児施設に対して，1963 年 3 月・1964 年 3 月・
1965 年 3 月の 3 時点の就職状況を聞いた大阪府職業適性相談所編（1966：49）の調査を参考とし
よう（19）。これによれば，各年の就職率は特殊学級が 76.8％・75.5％・67.0％で，図 3と同様の水準

（19）　1960 年 5 月時点での精神薄弱者（児）施設全数（256 施設），養護学校全数（32 校），特殊学級をもつ中学校
のうち約半数（302 校）の，計 590 か所に行ったアンケートを分析したものとされる。回収率は，精神薄弱者（児）
施設 43.4％，養護学校 50.0％，中学校 38.1％で，全体としては 41.0％となっている。

図3　中学校特殊学級卒業生の進路（東京）
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注 1：毎年 3月。
注 2：就職率には就職進学者も含む。
出典：文部省「学校基本調査」各年版より筆者作成。
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である。養護学校もこれに次いで，74.5％・66.6％・65.6％となっている。一方，施設の就職率は
低いが，35.8％・33.7％・36.4％と，3割超とはなっている。
　第 1節で述べた通り，現在の特別支援学校高等部における就職率は約 3割である。当時の特殊学
級・養護学校の卒業生の就職率は 6割超で，現在の特別支援教育の卒業生と比べて，かなり高い。
また，精神薄弱児施設の就職率が低いといっても，現在の特別支援学校高等部の就職率と同程度で
ある。なお，東京の中学校卒業生全体の進路は，1963 年 3 月が，就職者 13.2％，就職しつつ進学
している就職進学者 4.2％，進学者 80.2％，無業者 2.3％で，1973 年には，就職者 2.1％，就職進学
者 0.9％，進学者 96.1％，無業者 0.1％であった。これらと比べて，特殊学級・養護学校の生徒は，
無業者が一定程度出つつも，中学卒業段階から進学ではなく就職している割合が高い（20）。
　こうして就職へと向かう背景には，戦後から 1960 年代にかけての教育・福祉における，就労を
目指した指導・訓練があると考えられる（原田 2019a：214-223，2019b：27-45）。特殊教育につ
いては，小出進も戦後 30 年を回顧するなかで，知的障害児教育で影響力の強かった「生活主義教
育は，職業教育との結びつきが強く」，昭和 30 年代末までは就職といった意味での自立も「可能で
あった」としている（小出 1979：17）。八幡（2009）は当時の雑誌資料などから，とくに 1960 年
代までの進路指導は就職を目指したものであり，1970 年代でも「進路指導は就労を軸に軽度の者
を中心に行われていた」（八幡 2009：53）としている。
　福祉の場合，教育と比べて障害程度が重い子どもを対象としていたこともあり，就職のみを目標
としていたわけではない。ただ，精神薄弱児施設は，「精神薄弱の児童を入所させてこれを保護す
るとともに，独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とする」（児童福祉法第 42 条）とあっ
たように，解釈の余地は残しながらも，目標は「独立自活」であった。また知的障害児の職業適
性・職業指導を探るために 1953 ～ 1954 年度に行われた狩野（1962）の調査の主な対象は精神薄弱
児施設であり，反響からこの調査が書籍化されたことからも（狩野 1962：緒言），精神薄弱児施設
では知的障害児に対する職業指導が行われており，それが学ぶべきものであるという認識が，少な
くとも 1950 ～ 1960 年代前半にはあったと考えられる。
　他方，精神薄弱児通園施設の職業指導や就職率は明らかではないが，東京の精神薄弱児通園施設
である児童学園の一部が，1970 年代以降に重度の大人のための通所施設である生活実習所に転化
されており（田中 2015：422-425），卒園後の進路は問題となっていたとは言える。井原（2015）
は，1957 ～ 1968 年に関する分析のなかで，施設関係者が職業指導の必要性を認識していたことや，
厚生省が職業指導を強化する方針をもっていたことを指摘している（井原 2015：77-78，89-93）。
　まとめると，特殊教育では就職を目指しており，6割を超える就職率があった。福祉施設の就職
率は高くなかったが，就職に力を入れるべきではないかという認識はあり，精神薄弱児施設から 3
割程度就職していた時期もあった。前節で確認した就労経験者の存在は，このような背景があった
と考えられる。またこのように就職者がいた一方で，教育・福祉ともに就職できない人も生み出し
ている。就職を準拠点としながら，就職できなかった人々や就職を継続できない人が生まれていた

（20）　東京は全国に比べて進学する者が多かった。全国の就職者の割合は 1963 年 3 月で 27.8％，1973 年 3 月で 6.8％
であった。
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ことも作業所利用につながる背景であったと考えられる。

5　結　論

　知的障害者のライフコースという視点から，本稿の分析をまとめておこう。本稿で検討してきた
のは，主に 1950 年代後半～ 70 年代前半に学齢期を終えた人々である。彼らの多くは特殊学級に通
い，6割を超える就職率となっていた。養護学校在籍者は少なかったが，彼らも就職率は同程度で
あった。ただそれでも両者ともに 3割程度は就職できなかったし，就職を経験したものの継続でき
なかった人たちも一定数生じていた。この人たちの一部が福祉作業所利用者となっていた。一方，
就学免除・猶予になっていた人々は，精神薄弱児通園施設や精神薄弱児施設を利用できることも多
かったと考えられる。彼らの一部は就職していたものの，定着できなかった人々や，そもそも就職
できなかった人々の受け皿としても福祉作業所は機能し始めていたと考えられる。
　養護学校義務化以前から，「精神薄弱」とされて，彼ら向けの学校や，就学免除・猶予とされた
うえで福祉施設に通っていた人々が，出現していた。学校・福祉施設は就職することを意識した場
所であった。しかし，就職できなかったり，就職できたとしても継続できなかった人々が生まれて
いた。このため，養護学校義務化以前に作業所というライフコースが成立したと結論づけることが
できる。
　本稿の意義は，第 1に，知的障害者のライフコース，とくに子どもの時期から大人の時期への移
行という視点を導入した点である。この視点を導入することで，精神薄弱児通園施設のような福祉
施設の重要性を発見することが可能となった。従来，学校が卒業後に与える影響は指摘されてきた
ものの，田中（2015）を除いて，子どもを対象とする福祉施設が成人を対象とする通所施設に与え
る影響については注目されてこなかった。成人知的障害者のライフコースを考えるうえでも，学齢
期の福祉施設が果たしてきた役割を考えることが重要である。
　第 2に，作業所成立史についてである。これまでの分析から，個別施設群の研究で示されてきた
特殊学級・養護学校・精神薄弱児通園施設といった学齢期の場所から作業所への移行が，個別施設
にとどまらず，東京という広がりのなかで観察された。本稿の分析の出発点は東京都立福祉作業所
であったものの，第 4節で分析した学齢期や就職の状況は，東京都全体に関するものである。この
ような背景があったからこそ，1960 年代以降，個別の運動団体にとどまらず，さまざまな担い手
が作業所を設立していったと言えるのではないかと考えられる。さらに敷衍すれば，学校であれ福
祉施設であれ「精神薄弱者」とされた子どもが作業所へと移行するという経路ができたからこそ，
養護学校義務化以降の通所施設のさらなる増加がもたらされたと考えることができる。
　第 3に，作業所と一般就労との関係である。本稿の分析から作業所の成立にとって，学校・施設
から一般就労への移行や，一般就労から作業所への移行が重要であることが示された。自営業が少
なく雇用労働者が多い現代日本にあって，このことは労働市場において知的障害者がどれほど吸収
されるかで作業所の位置づけが変化することを示唆する。
　残された課題としては，第 1に，地域性である。第 4節で明らかになった精神薄弱児通園施設の
多さは，東京に特異的である。また，個別施設群の研究で取り上げられた事例が名古屋（清水・秦



養護学校義務化以前の知的障害者のライフコース（原田玄機）

69

1975），東京都（山田・米田 2015，田中 2015）などであることから，そもそも作業所が早くから広
がったのは都市部に集中していた可能性もある。今後，地域に注意した分析が必要となる。
　第 2に，親の会や，親の会が運営を担った通所援護事業に関わる施設との比較ができていない。
共同作業所などに比べて，利用者の実態に関する研究蓄積があまりないため，比較研究を念頭にお
いた分析が今後求められる。
　第 3に，コーホートを区別した分析も今後必要である。本稿で対象としたのは 1950 ～ 70 年代前
半に学齢期を終えた人々であるが，障害児教育においては，1970 年代半ば～ 80 年代は特殊教育在
籍率の減少や都市部での障害程度の重度化，1990 年以降は在籍率の増加といった変動が指摘され
ている（戸崎 1997：356-361）。都市部での重度化は作業所の内実に影響を与えると予想される。
また特殊教育在籍率の増加は，成人向けのサービスの需要を増やす傾向があり，このことが 2000
年代に行われた障害者自立支援法・障害者総合支援法といった新制度の背景をなした可能性もあ
る。さらに児童福祉法が改正され，2012 年には児童発達支援や放課後等デイサービスが成立した。
これまで障害者福祉の対象とされてこなかった人々が対象となったことにより，成人向けサービス
の需要を増やすことが予想される。このような子どもの時期における変動が，成人期に対してどの
ような影響を与えたのか，もしくは今後与えうるのかについて明らかにする必要がある。
　第 4に，ライフコースの別ステージについての検討も論点となる。本稿で焦点をあてたのは，10
代後半から 30 代前半にかけての移行の時期であったが，それは人生の一時期にとどまる。とくに
30 代後半以降は親の高齢化による居住場所の変化や，本人の高齢化といった論点も出てくる。藤
井（2017）は養護学校義務化以後に就学したコーホートを念頭に，高齢障害者が政策的課題となる
ことを指摘している（藤井 2017：154-155）。本稿で分析対象とした人々は，現在，高齢から人生
の最終盤を迎えている。「精神薄弱」「知的障害」として戦後に現出した最初のコーホートである彼
らが，どのように老いていったかを知ることで，これから訪れる高齢知的障害者の増加に対して
も，たとえば，どのような場所で処遇すべきなのか，どのようなケアが必要なのかといった点につ
いて，示唆を与える知識が生み出されるだろう。
 （はらだ・げんき　日本学術振興会特別研究員 PD／東京大学大学院人文社会系研究科）　
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